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１�．育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関
する法律及び雇用保険法の一部を改正する法律（令和３年法律第58号）

　�出産・育児等による労働者の離職を防ぎ、希望に応じて男女ともに仕事と育児等を両立できるようにす
るため、産後パパ育休（出生時育児休業）の創設、育児休業を取得しやすい雇用環境整備及び労働者に
対する個別の周知・意向確認の措置の義務付け等の措置を講ずる。

１．産後パパ育休（出生時育児休業）の創設

　�子の出生後８週間以内に４週間まで取得するできる柔軟な育児休業の枠組みを創設する。
　①休業の申出期限は休業の２週間前まで
　②分割して２回取得可能
　③労使協定を締結している場合、労働者と事業主の個別合意により、休業中に就業可能

２．育児休業の分割取得

　育児休業（１の「産後パパ育休」を除く）は、分割して２回まで取得可能にする

３．育児休業取得状況の公表の義務化

　常時雇用する労働者数が1,000人超の事業主に対し、育児休業の取得の状況について公表を義務付ける。

４．施行期日

・１及び２：令和４年10月１日
・３：令和５年４月１日

２�．働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成
30年法律第71号）

　�労働者がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現する働き方改革を総合的に推進
するため、長時間労働の是正等の措置を講ずる。

１．時間外労働の上限規制（適用猶予事業・業務の猶予措置期間の終了）

　�以下の事業・業務については、長時間労働の背景に、業務の特殊性や取引慣行の課題があることから、
時間外労働の上限について適用が５年間猶予されていたが、一部特例つきで適用されることになる。

改正法律等のあらまし
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適用猶予事業・業務
事業・業務 猶予期間終了後の取扱い（2024年４月以降）

工作物の建設の事業 災害時における復旧及び復興の事業を除き、上限規制がすべて適用されます。
災害時における復旧及び復興の事業には、時間外労働と休日労働の合計につい
て、月100時間未満、２～６ヶ月平均80時間以内とする規制は適用されません。

自動車運転の業務 特別条項付き36協定を締結する場合の年間の時間外労働の上限が年960時間と
なります。
時間外労働と休日労働の合計について、月100時間未満、２～６ヶ月平均80時
間以内とする規制が適用されません。
時間外労働が月45時間を超えることができるのは年６ヶ月までとする規制は適
用されません。

医業に従事する医師 特別条項付き36協定を締結する場合の年間の時間外・休日労働の上限が最大
1860時間（※）となります。
時間外労働と休日労働の合計について、月100時間未満、２～６ヶ月平均80時
間以内とする規制が適用されません。
時間外労働が月45時間を超えることができるのは年６ヶ月までとする規制は適
用されません。
医療法等に追加的健康確保措置に関する定めがあります。
※特別条項付き36協定を締結する場合、特別延長時間の上限（36協定上定める
ことができる時間の上限）については、
　Ａ水準、連携Ｂ水準では、年960時間（休日労働含む）
　Ｂ水準、Ｃ水準では、年1,860時間（休日労働含む）となります。
　なお、医業に従事する医師については、特別延長時間の範囲内であっても、
個人に対する時間外・休日労働時間の上限として副業・兼業先の労働時間も
通算して、時間外・休日労働を、
　Ａ水準では、年960時間/月100時間未満（例外的につき100時間未満の上限が
適用されない場合がある）
　Ｂ・連携Ｂ水準・Ｃ水準では、年1,860時間/月100時間未満（例外的に月100
時間未満の上限が適用されない場合がある）とする必要があります。

鹿児島県及び沖縄県に
おける砂糖製造業

上限規制がすべて適用されます。
※猶予期間中も、時間外労働と休日労働の合計について、月100時間未満、２
～６ヶ月平均80時間以内とする規制以外は適用されます。

２．月60時間超の時間外労働に対する割増賃金率引上げ

　�月60時間を超える時間外労働に係る割増賃金率について、中小企業への猶予措置を廃止し、中小企業の
割増賃金率を50%以上とする。

３．施行期日

　１：令和６年４月１日
　２：令和５年４月１日（対象は中小企業。中小企業以外は平成22年４月１日より施行）
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